（別紙１）　第34回地方自治研究全国集会（兵庫自治研）・分科会の議論テーマ　　　
	分科会
	分科会名
	分科会の議論テーマ

	①
	「新しい公共」と自治体職員の働き方―地域の“絆”“希望”を育む公共サービス―
	「公共サービス」が問われている。私たちの「働き方」が問われている。それは、市民・政治家・自治体職員の間の相互の信頼、いわば地域の「民主主義」が問われていることにほかならない。自治体職員や公務労働者の役割・働き方を改革していく中で、再び地域に住む人々の間に“絆”“希望”のネットワークを張り巡らす方策を考える。

	②
	地方財政を考える
	○市民の自治体財政、予算、運営への関与を考える。
○災害と自治体財政を考える（災害時における自治体財政、原発立地自治体と交付金）。
○継続性、持続可能性を考え自治体政策に反映される財政分析を考える。

	③
	自然災害に強いまちづくり（災害から見えた自治体の役割）―地域防災計画をどう見直すか―
	○地域防災計画の見直しの視点を検証する。特に、平常時からの地域コミュニティを維持することの必要性を踏まえ、町内会などの地域のコミュニティを主体とした発災時の対応（救助や避難所運営など）や災害弱者の支援について検討する。
○東日本大震災では、応援協定をはじめとする被災地支援等がクローズアップされると同時に、支援を“受ける側”の体制が整っていないことも問題となった。震災を教訓に今後起こりえる災害に対する「授援計画」のあり方について議論する。

	④
	自治体がリードする公正な雇用と労働
	○自治体における臨時・非常勤等職員の雇用安定と均等待遇の取り組みにかかる課題を明らかにし、検証する。

○自治体の委託・請負契約労働者の待遇改善を図るため、公契約条例制定の状況等を明らかにし、取り組みの拡大・強化を探る。

	⑤
	医療と介護の連携による地域づくり
	○少子高齢化社会を見据え、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためのシステム構築と人づくり、まちづくりをめざす。
○医療・介護など地域のセーフティネットの現場からの取り組み事例や大震災での経験事例に学ぶ。

○医療と介護の連携強化のために、制度の違いによる障壁について検証し制度の谷間を埋めるために必要な仕組みについての提言につなげる。

○人材確保や人材育成をどう図っていくか、地域福祉・医療サービスを雇用創出にどうつなげていくか、実践を踏まえ提言につなげる。

○自治体職員の役割への再評価について検証する。

	⑥
	地域での子育ち支援―地域で創ろう子育てシステム―
	○子ども子育て新システムのとりまとめをうけ、現場・地域でどのように活かしていくかが課題となる。また、大震災をうけ、改めて浮き彫りとなった子どもを取り巻く課題について検証する。
○子ども子育て新システムに現場・地域・当事者がどのように関わっていかなければならないか考える。

	⑦
	貧困社会における自治体の役割とは
	○貧困社会につながる背景や情勢について問題を明確化していくため、実践的な立場から報告を受け、今後の政策を探る。
○貧困社会における自治体の施策のあり方について、①住居の安定的確保②雇用の確保③健康の維持④不公正な社会の仕組みによる負の連鎖・循環　をキーワードとし、現状の課題を共有し自治体の課題、その中での労働組合の果たす役割や可能性について議論を深める。

	⑧
	都市と地方の再生とまちづくり
	○「平成の大合併」により、1999年に3232あった市町村数は、2011年4月末で1724にまで減少した。国主導で進められた、この施策については、昨年の大震災（被災地）においても、その功罪が問われることとなった。そこで、「平成の大合併」が一区切りついた今、その問題点と課題を検証する。
○中山間地域や離島を中心に、急速に進行した過疎化・高齢化により、共同体（コミュニティ）の維持が困難な地域（いわゆる限界集落）が増加している。さらに、近年、都市圏のベッドタウンやかつての新興住宅地などにおける、人口流出、集合住宅での高齢化率の急上昇、「孤独死」や共同体（コミュニティ）の崩壊など、同様の深刻な問題が生じてきている。さらに、都市・地方を問わず景気の悪化による地元産業の低迷や中心市街地の衰退（シャッター街通りのさびれなど）などが著しく、特に若年層への定住・雇用対策が大きな課題となっている。そのため、都市と地方において、今何が起きているのか、検証する。
○これらの検証の中から、被災地を含めた、都市と地方の再生と、新たなまちづくりを探っていく。

	⑨
	農（林漁業）から考える地域づくり―新たな政策にむけた基盤を創る―
	○農（林漁業）の生み出す「めぐみ」を新たな価値観としてとらえ、持続可能な地域づくりのための政策基盤を市民とともに創る。
○農（林漁業）の持つみどり・警官の保全、大気や水の浄化・水源の涵養、災害の防止など様々な多面的・公共的な昨日と可能性を見直し、どう生かしていくのか議論する。

○深刻な担い手不足と高齢化は農村だけの課題なのか検証し、都市生活者、消費者全体の問題として、農（林漁業）による雇用と地域再生・まちづくりをどのように進めていくか考えていく。
○「特区」「集約化」「企業参入」以外の市民合意の農林漁業の震災復興・再生策のカギは何か議論する。

	⑩
	「地域力」「現場力」アップに向けた学びあい
	○「学び合い」を通じて「地域力」「現場力」「住民力」をいかに高めるか議論する。
○地域住民が主体的にまちづくりに関わるための知識や技術、意識づけやネットワークは、日常的な「学び」を通じて獲得・蓄積されるものである。行政として、地域とどのような関わりをもち、「学び」の環境整備や支援をどのような形で行っていくのかについて考える。

○2009年に発行された「自治労の地域教育改革16の提言」においても地域コミュニティと教育施設（学校や社会教育施設）との関わりについて述べられており、現場で働く自治体職員がどのような形で地域と主体的に関わり、どのようにともに「学び」を進めるかについて議論する。

	⑪
	地域から考える「人権」「平和」
	○沖縄の米軍基地移設をはじめとするこれまでの諸課題について、歴史的経過を踏まえながら今後の米軍基地に依存しない地域経済や雇用のあり方等について考察する。

○阪神・淡路大震災や東日本大震災でも課題となった「災害弱者」問題について、「人権を守る」観点から支援のあり方を考える。

	⑫
	災害から考える男女平等―支援する側される側、双方に男女平等の視点を―
	○東日本大震災はじめ災害時の復興支援の経験により見えてきた、災害時の男女平等をいかに実現するか考える。
○阪神・淡路大震災や東日本大震災からの復旧・復興時には男女それぞれに様々な問題点がある。震災を教訓として、避難所運営における男女平等や女性の復職などについての対策について考える。

	⑬
	地域で再生可能な自然エネルギーを考える
	○福島第一原子力発電所の事故は甚大な被害と地域社会の崩壊を招き改めて原子力と共存することはできないことが明らかとなった。再生可能なエネルギーの状況や地域からの報告を受け、将来的なエネルギー政策のあり方を展望する。
○具体的取り組み事例や研究を含め、今後の地域での再生可能エネルギー政策を考える。


